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１ 計画策定の趣旨 

男女共同参画に関する取組みを総合的に推進するために平成11年に制定された男女共同参

画社会基本法は、男女共同参画社会を実現するための基本理念や方向性を示しており、男女共

同参画社会の実現を「21世紀の我が国社会を決定する最重要課題」として位置付けられ、同法

第２条で男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済

的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」と定められ

ています。また、平成27年には「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女

性活躍推進法」という。）の制定により制度の充実が図られてきました。 

少子高齢化に伴う人口減少社会の加速化や経済不況による雇用情勢の悪化等、急速に変化

する社会・経済情勢に的確に対応していくためには、地域の活力を高め、性別に関わりなく、各

個人の個性や能力を存分に発揮できる社会が必要とされています。 

また、地方公共団体の責務として、基本理念に基づいた男女共同参画社会づくりのための施

策の取組み及び地域の特性を活かした施策の展開が挙げられており、これらを効果的に推進し

ていくため、この小平町男女共同参画計画を策定します。 

 

２ 計画の位置づけと期間 

■ 計画の位置づけ 

本計画は、男女共同参画社会基本法に基づき、市町村男女共同参画計画として位置づけ、男

女共同参画社会の形成を促進するための基本的な計画とするとともに、女性活躍推進法に基づ

く推進計画として位置付けます。また、小平町新総合計画をはじめとする各種計画との整合性を

図りながら、男女共同参画の視点によって施策を推進していくための計画とします。 

※本計画では第２章における基本目標Ⅲの中の施策の方向ⅰが女性活躍推進法に基づく推

進計画に該当します。 
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男女共同参画社会の形成 

【男女共同参画社会とは】 

 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意志によって社会のあらゆる分野における 

活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等政治的、経済的、社会的及び文化的 

利益を享受することができ、かつ、ともに責任を負うべき社会 

 

男女共同参画社会基本法 

 

（国） 男女共同参画基本計画 

（道） 北海道男女平等参画基本計画 

 

小平町男女共同参画計画 

 

 【男女共同参画社会基本法】 

第14条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同

参画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１） 都道府県の区域における総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の大綱 

（２） 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村
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の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画 

（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定 

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

 【女性活躍推進法】 

第６条 都道府県は、基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」とい

う。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推

進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとす

る。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

■ 計画期間 

この計画は、令和３年度から令和７年度までの５か年計画で、社会情勢の変化や住民ニーズ

の変化に応じて見直しを行うこともあります。 

 

３ 小平町の現状と課題 

①  人口減少と労働力 

現在、小平町の人口は減少傾向にあり、過去の国勢調査及び人口の推移から将来の人口を

推計したところ、人口は減少の一途をたどっていきます。世帯についてみてみると、平成17年の
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国勢調査では53.2％だった小平町の総世帯数に占める核家族世帯※の割合が、平成22年の調

査では54.4％、平成27年の調査では55.2％に上昇しています。このように、核家族が増えてきて

いるため、今後も働きながらの子育てが困難になっていくと考えられます。 

また、当町の労働力率※をみると、男性では特に50歳以上、女性では15歳～19歳、25歳～29

歳、40歳～44歳を除く階層で全道値より高い状況である。男性は重要な働き手の年代が全道値

より低い状況であるが、女性はほとんどの年代で全道値よりも高い労働力率を誇っている状況

であり、このことから、当町には働く意思のある女性が多いことが分かります。 

少子高齢化による労働力人口の減少が懸念される中で、労働力を確保していくためには、出

産・育児や介護等をしながらでも、無理なく仕事を続けられる環境を整えることが重要な課題と

なります。 

労働力率 

 
【平成27年 国勢調査】 

※ 核家族世帯：夫婦のみ、両親またはひとり親と子どもから構成される世帯 

※ 労働力率：就業者数と完全失業者※数とを合わせた労働力人口が１５歳以上の人口の各年齢層に占める割合 

※ 完全失業者：仕事に就いておらず、仕事があればすぐ就くことができ、仕事を探す活動をしていた者 

 

②  女性委員の登用率 

当町での地方自治法に基づく審議会等における女性の登用率は13．4％（令和２年４月１日時

点）となっていますが、男性委員のみで構成されている審議会等も存在しており、重要な意思決
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定に女性の視点がまだまだ反映されにくい状況にあるといえます。 

今後、急速に変化している社会の流れや複雑化する地域の課題に柔軟に対応していくことが

ますます必要とされ、多様な考え方を取り入れられるよう、女性の参画が得られていない分野に

おいては積極的な登用を図っていく必要があります。 

 

③  性別による固定的な役割分担意識 

男女ともに男女共同参画社会を実現することの必要性を理解し、自分自身の課題として取り組

んでいくために、一人ひとりの意識改革が必要です。 

 

④  幅広い活躍の場 

仕事や家庭に偏った生活よりも、仕事や家庭はもちろん、地域などにも活動の幅を広げること

が理想であり、性別等に関わらず、一人ひとりが活動の幅を広げ、あらゆる分野で活躍できるよ

うな環境の整備が必要です。 

 

⑤  ドメスティック・バイオレンスの実態 

配偶者間等親しい間柄での暴力であるドメスティック・バイオレンス※（以下「ＤＶ」という。）は

決して許されるものではなく、相手の人格を尊重するという観点から社会全体で考えるべき問題

です。そのことを一人ひとりが理解して、ＤＶの撲滅を目指していく必要があります。 

 

４ 基本理念 

 国では、「男女共同参画社会基本法」で次の５つの基本理念を掲げています。 

① 男女の人権の尊重 

② 社会における制度又は慣行についての配慮 

③ 政策等の立案及び決定への共同参画 
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④ 家庭生活における活動と他の活動の両立 

⑤ 国際的協調 

本計画は、上記の国の基本理念及び上位計画に基づき、性別によって活躍の場が制限され

ることなく、みんなが互いに思いやりをもち、支えあうことによって、誰もが多種多様な場面で活

躍しやすい環境が整えられ、各個人の意欲に応じて個性や能力を発揮できるまちづくりを目指し

て次の基本理念を設定し策定します。 

 

基本理念 「男女が互いに思いやりをもって支えあうまち」 
- 
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第２章 

取組みについて  



8 

 

基本目標 Ⅰ 一人ひとりに男女共同参画意識が根付くまち 

男女共同参画は全ての人に関わる問題であり、一人ひとりがそのことを認識し、男女共同 

参画社会実現の必要性を理解したうえで、様々な取組みを行っていくことが重要です。 

一人ひとりが男女共同参画についての理解を深め、同じ目標に向かって取り組んでいける 

よう、教育・学習機会の充実を図っていきます。 

 

施策の方向 ⅰ 意識や社会慣行の見直し 

主な施策① 男女共同参画意識の啓発 

【具体的取組み】 

各種広報媒体で情報提供を行い、男女共同参画意識の高揚を図ります。 

関係機関で実施される男女共同参画に関するイベントや相談事業等の周知を行います。 

 

主な施策② 男女の意識改革の促進 

【具体的取組み】 

町の各種事業や生涯学習の場等の機会を捉え、性別による固定的な役割分担意識や社会慣

行の見直し等の意識改革に取組みます。 

関係機関や各種団体等との連携を図りながら、講演会やシンポジウム等男女共同参画の啓

発事業を推進します。 

 

主な施策③ 人権擁護活動の推進 

【具体的取組み】 

人権擁護委員や学校等と連携し、人権教育の推進及び人権問題に対する意識の啓発に努め

ます。 

関係機関と連携して、人権を守るための相談体制を充実させるとともに、近隣市町に開設 



9 

 

される人権相談所についての広報を行います。 

 

主な施策④ ＤＶ根絶の意識啓発 

【具体的取組み】 

ＤＶ問題に関する町民の意識啓発を図るため、各種広報媒体を活用し、意識啓発を推進しま

す。 

 

主な施策⑤ ＤＶに対する相談・支援体制の充実 

【具体的取組み】 

関係機関との連携により、被害者が安心して自立した生活を送ることができるよう、相談・支援

体制の充実を図ります。 

関係機関が開設しているDV 相談窓口についての周知を行います。 

民生児童委員等、地域との連携を密にし、ＤＶを早期に発見できる体制を整備します。 

 

施策の方向 ⅱ 教育・学習機会の充実 

主な施策① 教育の場や家庭等における男女共同参画推進のための教育促進 

【具体的取組み】 

各機関が作成している教材を使用するなどして、男女共同参画に関する学習を様々な機会に

取り入れ、学校での教育活動を通して男女共同参画の理解を深め、基本的人権を尊重し、男女

共同参画の考え方を養う教育を推進します。 

性別に関わりない自由な職業選択ができるよう、男女共同参画の視点に立ったキャリア教育

の充実を図り、児童生徒が自ら主体的に将来を考える教育を推進します。 

児童生徒等の保護者に対して、男女共同参画に関する情報提供を図り、家庭での男女共同参

画を推進します。 
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主な施策② 男女共同参画推進のための学習機会の充実 

【具体的取組み】 

文化交流センター等で実施する生涯学習活動において、男女共同参画に関する講座等を企

画開催します。 

男女共同参画に関する町民の自主的な学習活動への支援を行います。 

 

基本目標 Ⅱ 誰もがいきいきと働き続けられるまち 

当町において働こうと考えている女性の割合は全道値と比べて高い数値を示していますが、

今後さらに核家族化が進むことにより、働きながらの子育てはますます困難になると予想されま

す。 

少子高齢化による労働力人口の減少も懸念される中で、労働力の確保及び多様性に富んだ

活力ある社会を目指していくために、育児や介護等をしながらも働く意欲のある人々が働き続け

られる環境の整備を進めていきます。 

 

施策の方向 ⅰ 仕事と家庭生活を両立するための環境づくり 

主な施策① 子育て支援の充実 

【具体的取組み】 

小平町子育て支援事業や町広報誌、町ホームページを充実させるとともに、子どもの発達段

階等に応じた支援や相談事業の実施により、保護者が抱える子育てに関する悩みの解消を図り

ます。 

仕事と子育ての両立ができるよう、小平町子ども・子育て支援事業計画※を推進します。 

保健指導や育児相談の実施により、子育てに関する様々な不安を解消することで、安心して

子育てできる環境を整えます。 

※ 小平町子ども・子育て支援事業計画：子ども・子育て支援法に基づく、「市町村子ども・子育て支援
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事業計画」して小平町の子ども・子育てに係る総合計画として策定したもの。 

 

主な施策② 保育サービスの拡充 

【具体的取組み】 

保護者の多様な就労形態にも対応できるよう、一時保育及び延長保育の充実並びに幼稚園

教育の充実を図る他、保護者の負担軽減のため、こども園保育料、こども園一時保育料、小平幼

児センター保育料、幼稚園保育料を無料化とします。 

放課後の児童の居場所を確保し、保護者が安心して働けるよう、放課後児童クラブを充実さ

せていきます。 

 

主な施策③ 介護支援の充実 

【具体的取組み】 

介護に関する相談体制の充実を図るとともに、相談窓口や介護保険制度等についての周知を

行い、介護従事者が介護をしながらでも仕事を続けられるよう、適切な介護サービス利用を促し

ます。 

できる限り要介護状態とならないよう、健康づくりに関する施策と連携しながら、介護予防対策

の普及啓発を推進し、介護予防事業、健康づくりの推進に取り組みます。 

 

主な施策④ 生涯にわたる健康支援 

【具体的取組み】 

生涯を通じた健康保持のため、受診機関との連携を図り、検診を受診しやすい体制の整 

備等を行い、各種検診の受診率向上に努めます。また、健康教室や健康増進講座等の健康相

談事業を実施し、健康増進を図ります。介護を要する高齢者の増加を防ぐため、高齢者の健康

増進を推進します。 
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施策の方向 ⅱ 職場や家庭における男女共同参画の推進 

主な施策① 事業所等における男女共同参画の推進 

【具体的取組み】 

女性の活躍促進や仕事と家庭の両立支援に取り組む事業所等に対する支援制度等について

の周知を行います。 

町民及び事業所等に対する「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」※の普及啓発によ

り、仕事と生活が両立できる誰もが働きやすい職場環境づくりを推進します。 

※ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）：誰もが、仕事や家庭生活、地域生活、個人の趣味等、

様々な活動について、自らの望むバランスで展開できる状態。 

 

主な施策② セクシャル・ハラスメント防止対策の促進 

【具体的取組み】 

事業主や労働者のセクシャル・ハラスメント※についての認識を深め、各事業所において対策

がなされるよう啓発を行います。 

※ セクシャル・ハラスメント（性的嫌がらせ）：継続的な人間関係において、優位な力関係を背景に、相手

の意思に反して行われる性的な言動であり、それは、単に雇用関係にある者の間のみならず、施設にお

ける職員とその利用者との間や団体における構成員間など、様々な生活の場で起こり得るもの。 

 

主な施策③ 男性の家庭への参画促進 

【具体的取組み】 

男性の家事や育児、介護等家庭生活への参加を促し、家庭での性別による固定的役割分担

意識の解消を推進します。 
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基本目標 Ⅲ みんなの活躍の場が広がるまち 

男女共同参画社会を実現するためには、一人ひとりが活動の幅を広げ、あらゆる分野に多 

様な考え方が取り入れられることが必要とされています。しかし、現実は仕事と家庭のどちらか

に偏っている状況にあるようです。 

また、当町の審議会等への女性委員の登用率は道内市町村の平均値よりも低く、女性の参画

が充分に得られていない状況です。 

男女ともに身近な地域活動等あらゆる分野に参画し、活躍できる環境づくりを進め、さらには、

政策・方針決定過程への女性の参画拡大も図っていきます。 

 

施策の方向 ⅰ あらゆる分野への女性の参画拡大 

主な施策① 女性リーダーの育成 

【具体的取組み】 

女性リーダー研修等を企画開催し、様々な場面でリーダーとして活躍できる人材等を育成し

ます。 

関係機関が実施する研修会等に関する情報提供を行い、積極的な参加を促します。 

あらゆる分野において活躍する女性を各種広報媒体で紹介し、女性の参画拡大を図ります。 

 

主な施策② 審議会等委員への女性の参画促進 

【具体的取組み】 

各種審議会等の総委員に対する女性委員の割合が３割以上となるよう、女性登用率の目標値

を設定することや公募制の積極的な活用を促すなどして、審議会等における女性登用の推進を

図ります。 

審議会等で活躍する女性を広く紹介することにより、女性の参画意欲向上を図ります。 
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主な施策③ 町内事業所等における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

【具体的取組み】 

町内事業所等において、政策・方針決定過程への女性の参画拡大を促すため、啓発活動を推

進します。 

関係機関が実施する女性リーダー育成研修等についての情報提供を行い、女性の積極的な

参加を促します。 

 

施策の方向 ⅱ 幅広い活動への男女の参画促進 

主な施策① 活動の場の創出 

【具体的取組み】 

ＮＰＯ法人やボランティア団体等設立のための情報提供を行うとともに、活動や連携に対 

する積極的な支援を行い、活動しやすい環境整備を推進します。 

様々な分野において活躍している女性に関して情報提供を行い、女性のキャリアを生かす機

会の拡大と参画意識の向上を図ります。 

 

主な施策② 地域における男女共同参画推進 

【具体的取組み】 

地域活動の男女共同参画に関する先進的な事例を紹介するなど、男女共同参画に関する地

域の機運醸成を図ります。 

地域活動や防災分野等において女性の視点を取り入れることの重要性について、町内会長会

議等の場で情報提供を行い、女性が地域で活躍しやすい環境づくりを進めます。 

住民主体の地域づくり活動へ積極的な支援を行い、活動の活性化を図ります。 
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主な施策③ 公民館各種事業の充実 

【具体的取組み】 

男女共同参画に関する事業を積極的に企画実施し、住民の学習機会の拡充を図ります。 

生涯学習に従事する職員に対し、男女共同参画に関する研修への参加を促し、男女共同参画

の考え方を取り入れた公民館事業の充実を図ります。 

 


